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わが国地域際収支の研究
―都道府県別・地域ブロック別検討―
堀 越 芳 昭
はじめに
いま「地域」に熱い眼差しが注がれている。地域主義，地域分権，コ
ミュニィティの復権，地域の自立など，「政府の失敗」や「市場の失敗」
の下で地域の役割が見直されている。しかしこれらが単なる掛け声に終
わらないためには，こうした地域復権の背景や意味を深く把握しなけれ
ばならない。そして地域独自の「地域の論理」を発見しなければならな
い。
そもそも「地域」は「国家」の成立以前から存在し，国家が消滅した
としても地域は生き続けてきた。レスター・M・サラモンは非営利セク
ターの存在理由にふれて，地域について次のように述べた。「他の多く
の国々と同じように，アメリカにおいても国家以前に社会が存在してい
た。・・・政府機構あるいは政府機関が住民共通の問題に対処する立場
につく以前に，コミュニティはもう形成されていた。
（１）
」地域は国家以前
より存在していたのであり，その地域が人びとの問題解決にあたってき
たのである。
そして地域と国家とは相互に関係しあってきたものの，「地域が変わ
れど国家は変わらず」，「国家が変われど地域は変わらず」，という状況
にあったのも事実である。すなわち「国家」と「地域」はそれぞれ独自
の論理が貫徹するのである。
５
しかし近代社会における国民国家によって，「国家」は万能であり，
「地域」は「国家」への従属的な存在として位置づけられてきた。そこ
では「地域」は「国家」のひとつの部分的要素とされた。経済は国民経
済として考察され，地域の経済はその国民経済の一構成要素として扱わ
れ，それ以上のものではなかった。そこでは「地域」の独自性は考慮さ
れなかったのである。
地域を活性化・自立化するためには，地域の独自性をどのように把握
し発揮するかにかかっている。本稿はその手掛かりを得るために，わが
国における「地域際収支」についての基礎的・本格的研究を試みるもの
である。
本稿では，最初に地域際収支の研究動向を整理し，次いで地域際収支
の最新動向を把握し，さらにその長期的推移を検証し，最後に現時の地
域際収支の産業別検討を行っていきたい。その場合資料は『県民経済計
算』のみならず『産業連関表』とともに，しかも国の公表資料と各都道
府県の公表資料を合わせて利用した。とくに『産業連関表』は，全国，
地域ブロック，都道府県のそれぞれを利用した。このようにしてわが国
地域際収支の都道府県別・地域ブロック別の産業部門別検討が可能とな
るであろう。
１．地域際収支に関する研究動向
それでは最初に地域際収支研究の動向についてみていきたい。地域に
おける産業連関分析として地域際収支論（しばしば「域際収支論」ともいう）
が展開された。産業連関表において移輸出と移輸入があり，移輸出は地
域内生産の一部を構成し，移輸入は地域内需要の一部を構成する。この
移輸出と移輸入の差額が地域際収支であり，そのプラスは移輸出超過を
あらわし，マイナスは移輸入超過を表す。地域際収支は国際収支の地域
版ということができ地域経済分析の有力な方法である。その主な研究を
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【図表０１】に掲げておいた。
（１）原勲氏らの「域際収支論」
地域際収支研究として同表のうち，原勲らの「域際収支論」が注目さ
れる。氏らは本稿の設題である「地域際収支」を「域際収支」としてい
る。以下必要な個所では「域際収支」として論述していく。
原勲氏は第１論文において，域際収支研究の意義として，域際収支研
究が地域経済政策の重要な分析視点を提供することを指摘する。すなわ
ち域際収支は，地域間の経済格差をあらわし，域際収支の均衡回復と
いった政策課題，域際収支改善の重要性を明らかにするとする。そして
同論文では主として経済企画庁の『県民経済計算年報』により，１９８０年
度と１９８５年度の域際収支割合の変化から，都道府県におけるその変化を
分析する。さらに１９８５年度の都道府県別域際収支割合，経済成長率，県
民所得率，財政支出比率からそれらの相互関係を分析し，次のような特
徴を導き出している。
① 域際収支割合は，県民所得水準，工業化比率と正の相関をもち，
財政支出比率に対しては負の相関をもつ。
② その要因は，所得水準が域際収支に対して正の相関，工業化比率
と正の相関，財政支出比率と負の相関があるからである。
③ わが国の都道府県別域際収支格差は，所得格差，工業化格差の反
映であり，この格差は財政支出の配分によって均衡をもたらす作
用となっている。しかし財政支出配分の大きさにもかかわらず域
際収支の改善効果は実現されていない。
そして，域際収支改善のためには，北海道の場合は，工業化を促進す
ることと，財政支出効果を高めることの２つの方策が必要であるとす
る。
このように地域経済政策の目的や手段を展開する政策判断基準とし
て，域際収支の分析が有効性を発揮することを原勲氏は強調するのであ
わが国地域際収支の研究
７
【図表０１】地域際収支研究に関する主要文献一覧
著 者 書 名・論 文 名 掲載誌・出版社 卷 号 刊行年月
Ⅰ．原 勲・高橋秀悦等関係文献
１ 原 勲 「域際収支と地域経済」 日本地域学会『地域学研究』 ２１－１ １９９１年１２月
２ 高橋秀悦 「地際収支からみた地域経済の特性」 日本地域学会『地域学研究』 ２２－１ １９９３年１２月
３ 高橋秀悦 「域際収支の構造」 『東北学院大学論集 経済学』 第１２５号 １９９４年３月
４ 原 勲 「域際収支論」 日本地域学会『地域学研究』 ３０－３ １９９９年１２月
５ 原 勲 「域際収支論」（原勲『地域の経済学』所収） 中央経済社 ― ２０００年５月
６ 原 勲 「域際収支論」（原勲『地域経済学の新展開』所収） 多賀出版 ― ２００３年３月
７ 土居丈朗 「域際収支からみた地域再生に関する一考察」 三菱信託銀行『調査情報』 第２８４号 ２００５年１月
８ 原 勲
「日本の地域政策とCED政策」
（H．アームストロング・原勲『互助と自立の地
域政策』所収）
文眞堂 ― ２００５年２月
９ 原 勲・保永展利 「域際収支論の発展的研究」 日本地域学会『地域学研究』 ３５－２ ２００５年１２月
Ⅱ．福田善乙ら関係文献
１０ 福田善乙ら
「地域経済分析のための地域際収支研究
―高知県中芸地域を事例として」
高知短期大学『社会科学論集』 第６７号 １９９４年１２月
１１ 福田善乙 「地域際収支にもとづく地域振興政策の必要性」 高知短期大学『社会科学論集』 第６９号 １９９５年１１月
１２ 福田善乙ら
「地域際収支からみた地域経済－都道府県際収支，
市際収支，および地域産業連関表の検討」
高知短期大学『社会科学論集』 第７０号 １９９６年３月
１３ 福田善乙 「地域際収支にもとづく地域経済分析の視座」 高知大学『高知論叢』 第６１号 １９９８年
１４ 福田善乙ら
「地域際収支からみた地域経済の特徴と変化
―四国各県の産業連関表にもとづく分析」
高知短期大学『社会科学論集』 第７１号 １９９６年１２月
１５ 福田善乙 「地域際収支による地域経済分析の意義」 高知短期大学『社会科学論集』 第７４号 １９９８年３月
１６ 細居俊明
「高知県内各地域の地域際収支とその特徴
―市部、郡部、９市の地域際収支の簡易推計に
基づいて」
高知短期大学『社会科学論集』 第７４号 １９９８年３月
１７ 福田善乙 「地域際収支からみた高知県農業の位置」 高知短期大学『社会科学論集』 第７６号 １９９９年３月
１８ 細居俊明
「高知県内９市の地域際収支の再試算
―推計法の改善とその試算」
高知短期大学『社会科学論集』 第７６号 １９９９年３月
１９ 福田善乙 「地域際収支からみた高知県農業の位置と課題」 全国農業会議所『農政調査時報』第５１３号 １９９９年６月
２０ 福田善乙
「過疎地域における産業構造と地域際収支の特徴
―高知県を事例として」
高知短期大学『社会科学論集』 第８１号 ２００１年１１月
２１ 福田善乙
「全国４７都道府県の地域際収支表（１９９５年）
およびその総括表」
高知短期大学『社会科学論集』 第８７号 ２００４年１１月
Ⅲ．北海道関係・都道府県その他の文献
２２
北海道未来総合研
究所編
『自立経済への挑戦―北海道開発の新視点―』 日本経済新聞社 ― １９８０年
２３ 黒柳俊雄編著 『開発と自立の地域戦略―北海道活性化への道』 中央経済社 ― １９９７年
２４ 北海道庁 『北海道経済白書』（各年） 北海道庁 ― 各年
２５ 峯岸直輝 「県民経済計算からみた都道府県の経済構造」
信金中金総合研究所『信金中金
月報』
４－３ ２００５年３月
２６ 峯岸直輝
「都道府県別にみたサービス化の進捗度合いとそ
の特徴」
信金中金総合研究所『信金中金
月報』
４－１１ ２００５年１１月
２７ 各都道府県 各都道府県の産業連関表の解説
２８ 各経済産業局 各経済産業局の地域産業連関表の解説
２９ 日本立地センター 地域経済構造分析
Ⅳ．拙稿
３０ 堀越芳昭
「山梨の県際構造と産業構造
―全国各県・長野・静岡との比較から」
山梨学院大学『経営情報学論集』 第８号 ２００２年１月
３１ 堀越芳昭
「２０００・２００２年 山梨の県際構造と産業構造
―全国各県・長野・静岡との比較から」
山梨学院大学『経営情報学論集』 第１２号 ２００６年２月
３２ 堀越芳昭 「山梨における産業特性と地域振興の方向」
『山梨地域産業振興 産学官共
同研究プロジェクト 公開シン
ポジウム報告要旨集』
２００６年１１月
３３ 堀越芳昭 「山梨・長野・静岡における地域際収支の展開」 山梨学院大学『経営情報学論集』 第１４号
２００８年２月
（予定）
３４ 堀越芳昭 「地域際収支 統計資料」 山梨学院大学『経営情報学論集』 第１４号
２００８年２月
（予定）
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る。
さらに原勲氏は第４論文において，経済企画庁の『県民経済計算年
報』に加えて経済産業省の『平成２年地域間産業連関表』を使用した日
本の域際収支の検討から，地域特性を，①域内交易型，②移入型，③交
易型，④移出型の４類型に分類する。①域内交易型は関東と北海道が該
当し，他地域の生産を誘発する割合，他地域の需要に依存する割合がと
もに低い地域である。②移入型は九州と沖縄が該当し，他地域の生産を
誘発する割合が高く，他方で他地域の需要に依存する割合が低い地域で
ある。③交易型は中部，中国，四国，東北が該当し，他地域の生産を誘
発する割合，他地域の需要に依存する割合がともに高い地域である。④
移出型は近畿が該当し，他地域の生産を誘発する割合が低く，他地域の
需要に依存する割合の高い地域である。すなわち，関東，中部，近畿，
中国の４地域の生産波及収支は黒字，その他の地域は赤字であり，黒字
地域は他地域への生産力効果が大きく，赤字地域は他地域からの生産力
に依存している割合が大きく，地域の経済力格差を示しているのであ
る。
氏によれば，域際収支と所得水準は相関するが，域際収支の赤字は純
貯蓄の赤字によってもたらされる。この貯蓄不足を補う形で財政援助が
行われるが，その政府活動の効率性に問題があるとする。いずれにして
も，自立的地域経済の発展のためには，域際収支赤字からの脱却が求め
られるとするのである。
なお氏の第５，第６の論稿はこれとほぼ同趣旨のものである。
また原勲氏は第８論文において，「地域自立の経済学」を提起し，そ
の目的として一定の所得水準のもとで完全雇用と域際収支の均衡を実現
することが不可欠であるとする。原勲氏の地域自立の経済学とは以下の
ものである。すなわち，地域経済政策の究極の目的は地域経済の自立に
よって地域住民の福祉を実現することである，地域経済の自立とは一方
的に他者に依存しないという相互依存の中での自立を通じて，はじめて
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地域住民の真の福祉が実現する，地域経済が成長し，その結果地域の所
得と雇用が確保される，すなわち所得水準の向上による地域の雇用水準
向上と安全雇用の実現を意図する，これが地域自立の経済学である。
原勲氏の第１１の論文はこれとほぼ同様の趣旨のものである。
なお，原勲氏の第４，５，６，８論文によれば，
所得＝地域内支出＋（地域外移出－地域外移入） （１）であり，
移出－移入＝地域際収支 であるから，
（１）式は，所得＝地域内支出＋地域際収支 （２）となり，
（２）式を移項して，所得－地域内支出＝地域際収支 （３）となる。
（３）式左辺は，地域内収支であるから，
地域内収支＝地域際収支 （４）となる。
このように，所得や地域内支出，地域内収支と地域際収支は相関関係
にあり，地域際収支は所得の多寡や地内支出の多寡に大きな影響を与え
る。地域内収支は地域際収支と合致して，地域際収支の赤字は，地域内
収支の赤字を招来し，地域内収支の赤字は地域際収支の赤字をもたらす
のである。
以上のように，域際収支研究の意義，政策課題としての域際収支改善
の重要性，域際収支と県民所得との相関，地域類型・地域格差，地域自
立の経済学等，原勲氏の指摘は筆者も首肯することができる。しかしな
がら原勲氏は主として『県民経済計算』によってその検証を行っている
が，地域際収支のより立ち入った具体的検討においては都道府県別・地
域ブロック別の『産業連関表』によることが必要であると思われる。す
なわち本格的な域際収支の研究には都道府県別・地域ブロック別の産業
分野別検討が不可欠であろう。
次に高橋秀悦氏は第２論文において，『県民経済計算』のデータによ
りながら，県内総支出の移出と移入の域際収支は，地域経済の比較優
位・劣位構造を反映し，自地域あるいは他地域との相互依存関係の中か
ら決定されてくる，すなわち，ある種の地域内・地域間均衡の中から決
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定されてくるとして，域際収支の決定要因の検討から地域経済の特徴を
把握することができるとする。そして１９７５－１９８９年度の『県民経済計
算』データにより，域際収支と県内総支出，域際収支と移出，域際収支
と移入といった３つの相関関係の分析から，わが国の域際収支の構造的
特質を摘出する。それによれば，地域類型を「地域間市場均衡型」と「財
政依存型」の２つに区分して，県内経済分析から北海道，青森，秋田，
千葉，和歌山，香川，愛媛，高知，長崎，宮崎，鹿児島，沖縄の１２道県
を財政依存型に分類できるとし，県民経済の分析からは上記１２道県のう
ち，秋田，千葉，和歌山，愛媛，鹿児島の５県を地域間市場均衡型に分
類することができるという。そして１９７５年度以降２０年の変化をみると，
いくつかの県で財政依存型から地域間市場均衡型へ，また地域間市場均
衡型から財政依存型への変化があったという。第３論文は同趣旨のより
詳細な検討に充てられている。
このように高橋氏においても原勲氏と同じく，『県民経済計算』を主
としているということから，残念ながら産業分野別の検討は行われてい
ない。
第７論文で土居丈朗氏は内閣府の『県民経済計算年報』によって域際
収支の分析を行う。その理論的説明として「IS バランス論」の立場か
ら次のように論じる。
GDP＝民間消費＋民間投資＋政府支出＋移輸出－移輸入 （１）で
あり，
両辺から「租税」を引いて移項すると，（１）式は，
GDP－租税－民間消費－民間投資＋租税－政府支出＝移輸出－移輸
入（２）となる。
そして，貯蓄＝GDP－租税－民間消費，租税－政府支出＝財政収支，
移輸出－移輸入＝地域際収支であるから，
（２）式は，貯蓄－民間投資＋財政収支＝地域際収支 （３）となり，
さらに，民間貯蓄投資差額＋財政収支＝地域際収支 （４）となる。
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氏はこの意味することについて，民間での貯蓄超過（不足）と政府の
収入超過（不足）が，左辺全体での国内の貯蓄超過（不足）を意味し，こ
れが対外部門との取引における域際収支黒字（赤字）と等しくなるとす
る。すなわちここに，GDPや地域内生産，消費・貯蓄・投資や財政支
出と地域際収支との相関関係をみることができる。そうであるならば地
域際収支の改善がGDPを高め，GDPや貯蓄・投資の改善が地域際収支
をさらに改善していくことになる。逆に，地域際収支の悪化がGDPや
貯蓄・投資の悪化を招来するのである。氏の論理からこのように言える
のである。
氏はこの算式（４）から，域際収支の黒字が長期にわたって高水準で
ある東京都と，逆に赤字が高水準に推移している高知県を対比して検証
している。そしてそれ以外の地域について域際収支について地域ブロッ
ク別に１９６５年度から１９９９年度までの推移をみて，多くの地域で域際収支
が恒常的に黒字であるか，恒常的に赤字であるかの２極化が進展してい
るという。地域不均衡是正のための求められる方策は，これまでの財政
的な所得再分配ではなく，域際収支赤字の解消のために移輸出を促進す
る高い生産性を持つ産業を地域内で育てることであると結論付けてい
る。
土居氏の場合も，依拠した資料は『県民経済計算年報』であるが，地
域際収支の研究においては都道府県別・地域ブロック別の『産業連関
表』に基づいた産業別検討が求められると思われる。
（２）福田善乙らの地域際収支研究
高知短期大学の福田善乙氏らは第１２から第２３まで１２編の論文におい
て，全国各県，高知県に関する産業連関分析，地域際収支の実証的な調
査研究を１９９３年以来継続的に実施してきている。これは『県民経済計
算』だけでなく『産業連関表』を中心にした分析であって，上記の原勲
氏や高橋秀悦氏，土居武郎氏らの『県民経済計算』による研究と異にし
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ている。
第１２論文において福田氏らは，１９９０年都道府県別産業別の県際収支表
を表している。そこでは移輸出額・移入額・収支額の３項が示されてい
るが，産業分類は都道府県によって２４・２６・２７・３２・３３・３４・３５・３６・
３７・３８・４６分類のように多岐にわたっている。そのため都道府県別の比
較検討に多少困難をともなうのではなかろうか。ともあれそこで福田氏
は，産業連関表や地域際収支によって明らかにされるのは，地域経済の
状態をトータルに計数的に把握できること，地域経済全体の変化を時系
列的にとらえられること，市町村－都道府県－国の経済構造の相互関係
が明らかになることであるとし，その意義を強調する。そしてこうした
検討を踏まえて，地域際収支の黒字部分の増加・赤字部分の減少をはか
り，収支のバランスをとり，自給率を高め，地域内経済循環をすすめ，
地域を豊かにすること，地域間の取引や交流もお互いの地域際収支を改
善し，お互いがバランスのとれた経済構造になるように，地域再生政策
を樹立すべきことが提起される。正鵠を射た提言である。
第１４論文は，各県の『産業連関表』に基づいた四国４県の詳細な地域
際収支分析である。そこでは主として１９７５年以降の推移を踏まえ，１９９０
年の最新データを整理・分析している。
第２１論文において福田氏は，１９９５年の全国４７都道府県別の地域際収支
表とその総括表を表している。その項目として，移輸出額，移輸出率，
移輸入額，移輸入率，県域際収支，自給率が都道府県別に表示された。
ただし県内生産額と県内需要額の表示はいくつかの県に限られている。
産業別に地域際収支が検討されているのがこの論稿の特徴であるが，そ
の産業分類が３２部門を中心としながら３４分類，３５分類，３７分類等，第１２
論文ほどではないが混在している。同論文で福田氏は，地域際収支によ
る地域経済分析の意義として，先にも触れたように地域経済の状態を
トータルに計数的に把握できることをあげる。旧来の地域経済分析とは
違って地域際収支による分析は，地域を横断的に面としてつかむことが
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でき，地域を支えている産業部門は何か，弱点となっている産業部門は
何か，産業部門間の相互関係について明らかにすることができ，その対
応策を考える基盤となり，地域振興政策を作成することに有効性を発揮
するとする。
福田氏らの研究の成果は地域経済政策として，①地域際収支の黒字部
門のさらなる伸張，②地域際収支の赤字部門の赤字克服，赤字部門の産
業育成，③全体としての地域際収支の改善・黒字化，といった課題を提
起する。
（３）北海道関係・都道府県その他の文献
次に地域際収支の分析によるその他の文献資料をみてみよう。
第２２の文献は１９８０年の，かなり以前のものであるが，稲葉秀三氏の提
言によるものであり，北海道開発の新視点として，北海道経済の自立化
を経済戦略の中核に据え，①「域際収支の改善」と②「工業化の前進」
の２つが最重要課題であると提示された。そしてその提言の根拠として
原勲氏らによって北海道経済の現状と展望が考察され，その中で北海道
における域際収支の分析が大きな役割を発揮していた。
第２３文献は，北海道活性化の道を探究するために，開発経済学，地域
経済学，経営学，公共経済学，文化論経済地理学等を取り入れ多角的分
析を試み，北海道経済の現状と課題，今後のビジョン，政策，提言を検
討する。同文献では，『平成２年北海道地域産業連関表』に基づく循環
構造分析や『北海道産業連関表』による産業別域際収支の分析，資金循
環構造の分析が行われている。またそこでは，域際収支の赤字が北海道
の抱える最も深刻な問題として取り上げられている。
第２５の峯岸氏の論稿は，地域経済分析に内閣府『県民経済計算年報』
のみならず各都道府県『県民経済計算』を活用し，同じく第２６の峯岸氏
の論稿は内閣府『県民経済計算年報』とともに各府県・各地域『産業連
関表』を利用している。産業別の立ち入った検討のためには，『県民経
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済計算』のみならず『産業連関表』が必要であり，しかも，内閣府や経
済産業省のみならず，各都道府県の『県民経済計算』・『産業連関表』に
基づいた分析が求められる。
第２７－２９は地域際収支に関する資料として重要なものである。都道府
県別・地域ブロック別の『県民経済計算』や『産業連関表』の資料とと
もにその解説が参考になる。また地域際収支分析を一つの有力な方法と
して用いて行われている日本立地センターの『地域経済構造分析』は都
道府県内の都市圏別分析であるが有益である。
（４）拙稿
第３０・３１・３３の拙稿は，山梨県を中心として，隣接の長野県と静岡県
を比較対照して，地域際収支の産業分野別分析を行ったものである。詳
細は同論文を参照していただきたいが，その研究動機は，山梨県の県民
経済計算と産業連関表の検討によって，山梨県の地域産業をいかに振興
させるかについて解明することにあった。その研究過程において地域収
支（県際収支）の山梨県の恒常的赤字，長野県の赤字から黒字への転換，
静岡県の大幅な恒常的黒字といった違いがなぜ生じたのか，その意味は
何か，今後の地域経済はどうあるべきかについて検討し，地域際収支研
究の重要性を認識するに及んだのである。このように上記拙稿の地域際
収支研究は山梨・長野・静岡の実態分析と政策課題探究の必要から始
まったものであり，その過程において地域際収支の全国的研究に拡大し
てきたのである。
そして本稿は，地域際収支に関する諸研究の成果を蒐集し，一定の研
究整理を試み，わが国における地域際収支の研究として，その展開過程
と都道府県別・地域ブロック別の産業別地域際収支の最新動向につい
て，それら基礎データを整理し分析したものである。その基礎データと
して第３４の「地域際収支 統計資料」を参照されたい。
なお，第３２は「山梨地域産業振興 産学官共同研究プロジェクト公開
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シンポジウム」における筆者の報告である。そこにおいて筆者は地域経
済の自立的発展のために以下の７点を提起した。
すなわち地域経済自立的発展の条件は，①地域経済の基本目標の設定
（地域経済の基本目標は，地域経済が地域住民の雇用（就業）と所得を確実にし，
仕事と生活を充実させることに設定すべきである。），②地域経済の独自性の発
揮，③地域際収支の改善（地域際収支の改善とは，黒字部門をさらに伸張し，
赤字部門を克服することであり，移輸出を促進し，移輸入を適正化することである。
長野・山梨の場合，農業・食品工業・機械工業をさらに伸張させ，原材料部門や商
業・事業所向けサービス業・研究開発等の赤字克服を図る産業振興が必要である。
林業や精密機械産業の発展は別の意味で両県にとって不可欠である。情報やビジネ
スなどの専門的能力を高め，自律的なサービス経済化を促進すること。代替原材料
やリサイクル原材料を開発し，農林等自然資源の活用と保全をはかること。），④地
域経済の地域内循環の発達，⑤自立的な地域間経済交流の発達，⑥地域
を基礎に相互に連携した産業経済政策の展開，⑦地域経済の主体的自己
決定力の確立と担い手の育成，にある。
地域際収支を中心とした研究は今後なおいっそう進展し，その分析方
法は特定の地域研究にも役立てられるであろう。それによって当該地域
における産業経済上の強みと弱みを明らかにし，具体的な政策化が可能
であるからである。今日大きな課題となっている「地域経済の自立化」
とは，この「地域際収支の改善」が重要な課題となるであろう。この地
域際収支の実態については次節以降で検討していきたい。
２．地域際収支の最新動向
次にわが国における地域際収支の最新動向について，都道府県別動向
と地域ブロック別動向にわけて検討しよう。
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（１）都道府県別動向
最新の都道府県の地域際収支（県際収支）をみていこう。利用する統
計資料は『県民経済計算年報 平成１８年版』における都道府県別の名目
県民総支出である。本稿では，〔県際収支額＝移出高－移入高＋統計上
の不釣合い〕とし，２００３年度（平成１５年度）における〔県際収支率＝（県
際収支額÷県内総支出）×１００〕を求め表示した（【図表０２】）。同表では
県際収支額，県際収支率，一人当たり県内総生産，一人当たり県民所得
を合わせて示した。
これから北海道・東北と九州地域に地域際収支（県際収支）のマイナ
ス県が多いと言うことが容易に知ることができる。
それによれば，２００３年度（平成１５年度）において県際収支率がプラスで
ある県を高位順に表せば，次のとおりである。東京（①３０．１％），静岡（②
１９．４％），滋賀（③１７．８％），富山（④１６．８％），茨城（⑤１６．４％），愛知（⑥
１６．１％），栃木（⑦１６．０％），大阪（⑧１５．６％），群馬（⑨１４．４％），福島（⑩
１２．３％），京都（⑪１１．５％），福井（⑫１１．０％），広島（⑬９．７％）の以上１３都府
県が全国平均９．３％以上であり，この上位のプラス県は東京，北関東，
北陸，東海，京阪の地域に集中している。静岡県はこのプラス県の上位
にある。
そのほか県際収支率はプラスではあるが，全国平均以下の下位県は山
口（８．４％），宮城（７．８％），三重（７．５％），福岡（７．５％），岡山（６．９％），新
潟（４．５％），石川（４．３％），長野（４．３％），大分（３．９％），和歌山（３．３％），
香川（２．５％），神奈川（１．６％），岐阜（１．５％），愛媛（１．４％），兵庫
（０．８％）の１５県であり，それぞれ全国各地に所在する。上位・下位の県
際収支プラス県は合計２８県である。長野県はプラス県の下位に属する。
他方移輸入額が移輸出額を超えて収支バランスがマイナスであるの
は，マイナス率の高い順から，奈良（－２４．７％），高知（－２３．０％），沖縄
（－１１．９％），秋田（－１１．９％），長崎（－１０．６．％），鳥取（－１０．４％），島根
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【図表０２】都道府県別の県際収支・県内総生産・県民所得（２００３年度）
（金額単位：一人当り生産・所得千円）
県際収支額
（百万円）
県際収支率
（％）
一人当り
県内総生産
（千円）
同指数
（％）
一人当り
県民所得
（千円）
同指数
（％）
全 国 ４６，３４３，６６６ ９．３ ３，８８５ １００．０ ２，９５８ １００．０
北海道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田
山 形
福 島
－１，０１５，３７５
－３８０，５６１
－１１４，２９１
６５５，２９９
－４４１，１０７
－１１，０３７
９２０，９６２
－５．２
－９．０
－２．５
７．８
－１１．９
－０．３
１２．３
３，４４７
２，９０６
３，２４７
３，５５１
３，１７０
３，２５４
３，５４５
８８．７
７４．８
８３．６
９１．４
８１．６
８３．８
９１．３
２，５４５
２，１６０
２，４１２
２，５２１
２，３４３
２，３７７
２，６３７
８６．０
７３．０
８１．５
８５．２
７９．２
８０．４
８９．１
茨 城
栃 木
群 馬
埼 玉
千 葉
東 京
神奈川
１，８２４，２１３
１，２６４，４６６
１，０８７，９２３
－１，３５４，９２５
－８６３，６０８
２５，１６０，４９４
５００，５２２
１６．４
１６．０
１４．４
－６．７
－４．５
３０．１
１．６
３，７２８
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１０７．６
新 潟
富 山
石 川
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愛 知
三 重
４０９，０２２
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１９１，６７０
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３４０，９９１
１０８，８６７
３，０５１，１５２
５，４０８，３３８
５３６，２０６
４．５
１６．８
４．３
１１．０
－２．６
４．３
１．５
１９．４
１６．１
７．５
３，６６３
４，０８７
３，７７９
３，９７６
３，５２８
３，５８３
３，３８２
４，１５２
４，７０８
３，８２４
９４．３
１０５．２
９７．３
１０２．４
９０．８
９２．２
８７．１
１０６．９
１２１．２
９８．４
２，７０５
３，０２４
２，８５３
２，８９８
２，６５１
２，７３７
２，８５１
３，２２６
３，４０３
２，９４０
９１．４
１０２．２
９６．５
９８．０
８９．６
９２．５
９６．４
１０９．１
１１５．０
９９．４
滋 賀
京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和歌山
１，０１０，７１０
１，１０９，１２９
５，９６５，７７１
１４８，７０２
－９１９，８４０
１１２，１６３
１７．８
１１．５
１５．６
０．８
－２４．７
３．３
４，１６６
３，６５５
４，３４７
３，２５２
２，５９４
３，１７９
１０７．２
９４．１
１１１．９
８３．７
６６．８
８１．８
３，２０５
２，８３９
３，０４２
２，６２４
２，６４１
２，５３５
１０８．４
９６．０
１０２．８
８８．７
８９．３
８５．７
鳥 取
島 根
岡 山
広 島
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－２１２，１８０
－２４５，２８４
４８７，８５５
１，０６２，５１７
４７３，７１９
－１０．４
－１０．１
６．９
９．７
８．４
３，３５２
３，２２４
３，６１９
３，８０８
３，７２５
８６．３
８３．０
９３．２
９８．０
９５．９
２，４３８
２，３８７
２，６２９
２，８４９
２，８２１
８２．４
８０．７
８８．９
９６．３
９５．４
徳 島
香 川
愛 媛
高 知
－１０３，７６７
９０，９４０
６７，１６４
－５４５，７７２
－３．８
２．５
１．４
－２３．０
３，３０１
３，５７０
３，１５５
２，９４５
８５．０
９１．９
８１．２
７５．８
２，８４５
２，６４９
２，３２４
２，２３８
９６．２
８９．６
７８．６
７５．７
福 岡
佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎
鹿児島
沖 縄
１，３０１，３８１
－１７４
－４４９，３４７
－３３４，７５６
１７３，０８９
－３４３，２６９
－４０６，４４５
－４２６，５５２
７．５
－０．０
－１０．６
－５．８
３．９
－９．７
－７．８
－１１．９
３，４５６
３，２３６
２，８３０
３，１０１
３，６３３
３，０４５
２，９５２
２，６５１
８９．０
８３．３
７２．８
７９．８
９３．５
７８．４
７６．０
６８．２
２，６２９
２，４７９
２，１８７
２，４２２
２，６４７
２，３４７
２，２３９
２，０４２
８８．９
８３．８
７３．９
８１．９
８９．５
７９．３
７５．７
６９．０
【資料】内閣府『県民経済計算年報 平成１８年版』より作成。
【注記】１）県際収支額は県内総支出における〔移出額－移入額＋統計上の不釣合い〕とし
て算出。
２）県際収支率は〔県際収支額÷県内総支出〕として算出。
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（－１０．１％），宮崎（－９．７％），青森（－９．０％），鹿児島（－７．８％），埼玉
（－６．７％），熊本（－５．８％），北海道（－５．２％），千葉（－４．５％），徳島
（－３．８％），山梨（－２．６％），岩手（－２．５％），山形（－０．３％），佐賀（－０．０）
の１９道県であり，北海道，東北，山陰，南四国，九州沖縄の地域に集中
している。山梨県はこのマイナス県に属する。
ここで意外と思われるのは，埼玉・千葉・奈良の諸県が県際収支マイ
ナスであることである。（県際収支がプラスではあるが，神奈川県もこれらの諸
県と同様の特徴を有している。）その要因は，これら４県（神奈川県も含めて）
は県外通勤者の割合が著しく高く，県民所得は県外で獲得するも，その
労働は県内生産に寄与することなく，加えて県外の購買活動が高いこと
に依るのである。その県外通勤率は，２０００年の国勢調査によれば，奈良
３２．５％（全国１位），埼玉２９．６％（全国２位），千葉２７．８％（全国３位），神奈
川２３．１％（全国４位）におよび，埼玉は１０４万人，神奈川９８万人，千葉は
８３万人が東京等への通勤者であり，奈良は２１万人が大阪等への通勤者と
なっているのである。
さて，県際収支がプラスである都府県は他県への移輸出額が相対的に
高く，マイナスの道県は他県からの移輸入額が相対的に高いことをあら
わす。そのプラス・マイナスが産業活動の活発さや富裕度あるいは所得
の高低を直接に示すものではないが，長期にわたるとそのマイナスはそ
の県の産業活動を停滞に導くことになるであろう。そして重要なのは，
県際収支・県内生産・県民所得が一定の相関関係にあるということであ
る。
またこのプラス・マイナスは，都道府県毎の産業活動の相互依存関係
をあらわすものである。例えば，東京のプラスは主としてサービス（物
品賃貸，広告，出版，研究・調査，情報，通信など）の他県移輸出によるもの
であるが，こうした産業別の地域際収支の検討から各都道府県の産業構
造上の特質，その強みと弱みが明らかになるのである。
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■地域際収支と生産・所得の相関
そこで県際収支と県内生産と県民所得の相関関係をみてみよう。【図
表０３】は県際収支率と一人あたり県内総生産との関連，同じく一人あた
り県民所得との関連を図示したものである。都道府県別の表示順序はそ
れぞれ県際収支率の高さで並び替えて表示した。
県際収支と県内総生産との相関では，２８の県際収支プラス都府県のう
ち，全国平均指数（１００．０）をかなり下回る９０．０未満の諸県である，岐阜
（指数８７．１），和歌山（指数８１．８），愛媛（指数８１．２），福岡（指数８９．０）の４
県を除いた２４都府県が，指数９０以上と比較的県内総生産が高いことがわ
かる。他方１９道県のマイナス県では，山梨（指数９０．８）が指数９０以上と
幾分高いものの，大半の１８県で県内総生産は指数９０未満でありかなり低
いということができる。一人当たり県内総生産の指数１００以上の８県（指
数の高い順：東京（１７４．９），愛知（１２１．２），大阪（１１１．９），滋賀（１０７．２），静岡
（１０６．９），富山（１０５．２），福井（１０２．４），栃木（１０１．１））はいずれも県際収支
が高位でのプラス県であり，指数８０未満の９県（指数の低い順：奈良
（６６．８），沖縄（６８．２），長崎（７２．８），埼玉（７３．５），青森（７４．８），高知（７５．８），
【図表０３】都道府県別 県際収支・県内総生産・県民所得の相関（２００３年度）
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鹿児島（７６．０），宮崎（７８．４），熊本（７９．８）はすべて県際収支マイナス県であ
ることからも明らかであろう。
かくしてグラフは右下がりとなっている。このように若干の例外があ
るものの，県際収支の高低が県内総生産の高低と深く関連しあっている
のである。
さらに，県際収支と県民所得との相関では，県際収支がプラスの２８県
では愛媛（指数７８．６），宮城（指数８５．２），和歌山（指数８５．７），兵庫（指数
８８．７），福岡（指数８８．９），岡山（指数８８．９），福島（指数８９．１），大分（指数
８９．５），香川（指数８９．６）の９県（指数９０未満）を除いた１９県で県民所得が
指数９０以上とかなり高く，１９のマイナス県では千葉（指数１０４．３），埼玉
（指数９８．３），徳島（指数９６．２）の３県（指数９０以上）を除いて１６県が指数９０
未満と県民所得がかなり低くなっている。この埼玉，千葉，奈良が例外
的に所得が比較的高いのは，前述のとおり県外での所得に大きく依存し
ているからである。このように全体として，県際収支と県民所得との相
関関係を認めることができよう。
すなわち東京・北関東・東海・京阪の県際収支プラス県は，県内総生
産および県民所得も相対的に高く，北海道・東北・中四国・九州の県際
収支マイナス県は県内総生産および県民所得のいずれも低いということ
である。
山梨県の場合は，県際収支率は－２．６％といった低位のマイナス県で
あり，一人当たり県内総生産９０．８と一人当たり県民所得８９．６は全国平均
１００．０に及ばず，一人当たり県民所得は指数９０以下にある。
長野県の場合は，県際収支率４．３％は低位のプラス県であるが，一人
当たり県内総生産９２．２と一人当たり県民所得９２．５は全国平均１００．０に及
ばないものの，いずれも指数９０．０以上の比較的高いところに位置してい
る。静岡県の場合は，県際収支率１９．４は東京に次いで高位のプラス県で
あり，一人当たり県内総生産１０６．９と一人当たり県民所得１０９．１は全国平
均１００．０を超え，県内総生産は東京，愛知，大阪，滋賀に次いで第５位，
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県民所得は東京，愛知に次いで第３位といった高いところに位置してい
る。
（２）地域ブロック別動向
【図表０４】と【図表０５】は，２００３年度における地域際収支と県内総生
産と県民所得の相関を地域ブロック別に見たものである
（２）
。【図表０４】は
数値で表示し，【図表０５】は，地域際収支率の高さ（棒グラフ）によって
並び替え，一人当たり県内総生産（折れ線グラフ■）と一人当たり県民所
得（折れ線グラフ▲）の実数を図示したものである。それによれば地域際
収支率の順位は，関東（１４．６％），中部（１３．７％），近畿（９．４％），中国
（５．６％），北海道・東北（０．０％），九州（－１．０％），四国（－３．７％）の順に
なっており，一人当たり県内総生産も一人当たり県民所得もほぼ同様の
順位になっている。一人当たり県内総生産と一人当たり県民所得の全国
【図表０４】地域ブロック別の地域際収支・地域内総生産・県民所得（２００３年度）
地域際
収支額
（百万円）
地域際
収支率
（％）
一人当り
地域内総生産
（千円）
同指数
（％）
一人当り
県民所得
（千円）
同指数
（％）
全 国 ４６，３４３，６６６ ９．３ ３，８８５ １００．０ ２，９５８ １００．０
北海道・東北 ２２，９１２ ０．０ ３，４１１ ８７．８ ２，５０８ ８４．８
関 東 ２７，８７７，９１２ １４．６ ４，３３０ １１１．４ ３，３６３ １１３．７
中 部 １０，４２７，０８８ １３．７ ４，２１２ １０８．４ ３，１７１ １０７．２
近 畿 ７，４２６，６３５ ９．４ ３，７７６ ９７．２ ２，８６２ ９６．７
中 国 １，５６６，６２７ ５．６ ３，６５１ ９４．０ ２，７１０ ９１．６
四 国 －４９１，４３５ －３．７ ３，２４５ ８３．５ ２，４９０ ８４．２
九 州 －４８６，０７３ －１．０ ３，１８３ ８１．９ ２，４２８ ８２．１
【資料】内閣府『県民経済計算年報 平成１８年版』より作成。
【注記】１）県際収支額は県内総支出における〔移出額－移入額＋統計上の不釣合
い〕として算出。
２）県際収支率は〔県際収支額÷県内総支出〕として算出。
＊経済産業省・各地経済産業局の地域区分との違いに留意（【図表１６】参照）。
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指数を超えるのは地域際収支率の高い関東と中部の地域であり，全国指
数が９０．０以上と比較的高いのは地域際収支率がプラスである近畿と中国
の地域である。グラフで図示すれば鮮明な右下がりになっている。
このように地域際収支率（県際収支率）の正負・高低と一人当たり県内
総生産や一人当たり県民所得の高低が相関関係にあるということが確か
められるであろう。地域際収支率の高さが，一人当たり県内総生産を高
め，一人当たり県民所得を向上させているのである。このことが先の都
道府県別県際収支率の場合よりも地域ブロック別地域際収支率の方がよ
り鮮明に表れるのは，地域ブロック別集計の方が平均化され例外的要素
が表面化されないためであろう。
いずれにしても都道府県別地域際収支（県際収支）と県内総生産・県
民所得が相関関係にあるならば，県内生産の促進と県民所得の向上を地
域産業政策・地域経済政策の主要目的とする以上，県際収支の改善がそ
の重要な課題にならなければならない。
【図表０５】地域ブロック別 地域際収支・県内総生産・県民所得の相関（２００３年度）
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３．地域際収支の長期的推移
では，地域際収支（県際収支）の全国的長期的推移を検討しておきた
い。
まずわが国における地域際収支の長期的推移を都道府県別に把握して
おこう。【図表０６】は１９６５－２００３年度における都道府県別の地域際収支
率，すなわち県際収支率の推移を図示したものである。同図表の□（白）
は県際収支率黒字（移輸出超過）を，■（濃い網かけ）は県際収支赤字（移
輸入超過）を，■（薄い網かけ）はその不明を表す。調査年度により調査
方法が異なる『県民経済計算』調査を安易に接続することは正確性を欠
くが，実数ではなく収支率の比率の趨勢を把握するものとして大過ない
ものと思われる。ただし１９７５年度と１９９０年度に調査方式の大きな変更が
あったため，この両年度は新旧２つの調査結果をともに表示している。
それによれば，県際収支黒字県は１０県（東京，神奈川，静岡，愛知，三重，
京都，大阪，兵庫，岡山，福岡），赤字から黒字に転じた県は１５県（宮城，福
島，茨城，栃木，群馬，新潟，富山，石川，福井，長野，岐阜，滋賀，広島，山口，
香川），赤字県は２０県（北海道，青森，岩手，秋田，山形，埼玉，千葉，山梨，奈
良，鳥取，島根，徳島，高知，佐賀，長崎，熊本，大分，宮崎，鹿児島，沖縄），
不評価県は和歌山，愛媛の２県を数える。
ここで黒字県とは，１９６５年度，２００３年はもちろん，その間ほとんどが
黒字である県である。ただし１９６５－６８年度不明の福岡は黒字県とした。
赤字から黒字に転じた県は，初期・前半期が赤字であったのが近年ほと
んど黒字になった県であり，赤字県とは１９６５年度はもちろん，その後
２００３年度まで大半が赤字であった県である。ただし１９６５年度不明の秋
田・山形・佐賀の３県は赤字県とした。
同図表から容易に分かるように，赤字である濃い網掛け部分で埋まっ
ているのは，北海道，東北，山陰，四国，九州の諸県においてであり，
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【図表０６】都道府県別 県際収支率の推移（１９６５－１９７５年度／１９７５－１９９０年度／１９９０－２００３年度）
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'"問時枇"鈎特例主計酎援の変更により帆以前と徹也捕t，，:.f>意表明出酎開示しt，
."鈍5年度不明の4・..牧園山第佐賀"赤字県とし繍闘は黒字駆とした.
これら地域に長期にわたる赤字県が集中している。他方黒字である白い
部分は関東，北陸，東海，近畿，山陽の諸県に集中している。赤字から
黒字に転じた県は，関東，北陸，山陽に多くみられる。このように都道
府県別県際収支率のプラス・マイナスの動向は，マイナスからプラスに
転じた１５県は別として，決して一時的なものとはいうことができず，こ
れまでだけでなく将来にも及ぶ長期的構造的な問題であるのである。そ
れぞれの地域における産業構造上の根幹に迫る問題がここに伏在してい
るのである。
なお同図表によれば１９６５－２００３年度の３９年間で，山梨県は１９８５～
１９８８，１９９０～１９９３，１９９９年の９年間県際収支が黒字になるものの，残り
の３０年間赤字が続いている県際収支マイナス県である。同じく長野県は
１９７９年以前は赤字続きであったが，それ以降２３年間ほぼ黒字となって赤
字から黒字に転じた県であった。また静岡県はこの３９年間ずっと黒字を
継続してきた県際収支プラス県であった。マイナス県の山梨県，マイナ
スからプラスに転じた長野県，プラス県の静岡県について，その比較検
討については別稿を参照されたい
（３）
。
次に【図表０７】は２００３年度時県際収支率の上位１０県と下位１０県の１９６５
～２００３年度にわたる県際収支率の推移を表したものである。
同図表における２００３年度における上位１０県とは，上位より東京
（３０．１％），静岡（１９．４％），滋賀（１７．８％），富山（１６．８％），茨城（１６．４％），
愛知（１６．１％），栃木（１６．０％），大阪（１５．６％），群馬（１４．４％），福島（１２．３％）
であり，下位１０県とは，最下位から奈良（－２４．７％），高知（－２３．０％），
沖縄（－１１．９％），秋田（－１１．９％），長崎（－１０．６％），鳥取（－１０．４％），島
根（－１０．１％），宮崎（－９．７％），青森（－９．０％），鹿児島（－７．８％）の１０県
である。上位１０県は，東京をはじめとした関東や中部・近畿地域の諸県
であり，下位１０県は奈良県を除いて東北・山陰・四国・九州・沖縄の地
域に集中している。
そしてこの上位１０県のうち，先の【図表０６】における黒字県１０県中６
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県が含まれているが，茨城，栃木，群馬，福島の４県は赤字から黒字に
転じた県である。上位県においての上下変動が激しいとはいえないまで
もある程度その傾向をみてとることができる。他方この下位１０県は同じ
く先の【図表０６】における赤字県２０県にすべて含まれている。下位県は
極めて硬直的である。このように上位県のある程度の変動性に対して下
位県の極度の硬直性は，県際収支の上下間の格差とその固定性を表して
いるといえよう。
この動向で見る限り，東京は１９８０年代以降は特に３０％以上を常に維持
してまさに一人勝ちの様相を呈している。他方１９７０－８０年代東京に次い
で２０％台を維持していた大阪は，１９９０年代以降今日まで１０％台に低下
し，２００３年度には静岡，滋賀，富山，茨城，愛知，栃木よりその収支率
は下回った。
また【図表０８】は最上位県と最下位県との地域格差の推移を表したも
のである。これによれば毎年最上位（【図表０８】の上側棒グラフ）である東
京の県際収支率は１９６５年度の１５．８％から２００３年度の３０．１％になるが，最
【図表０７】県際収支率 ２００３年度上下位各１０県の推移（１９６５－２００３年度）
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下位（【図表１１】の下側棒グラフ）は１９６５年度鹿児島の－２７．４％から２００３年
奈良の－２４．７％となる。その格差（【図表０８】の折れ線グラフ）は１９６５年度
の４３．２％（東京１５．８％，鹿児島－２７．４％）から，２００３年の５４．８％（東京３０．１％，
奈良－２４．７％）へ１０．６％拡大している。もっともこの収支率格差は１９８０年
度の６６．４％（東京２９．７％，奈良－３６．８％）をピークとして，その後１９９１年度
の４５．１％（東京２８．１％，奈良－１７．１％）を底に漸減したが，９０年代・２０００年
代に再び拡大している。１９９０年に県民所得の計算方法が変更になったこ
とからそれ以前と以後を接続することに難があるものの，それを前提と
しても，１９９１年以後は格差拡大傾向を認めざるをえない。仮に１９９０年に
おいて断絶しているとするならば，それ以前と以後格差拡大傾向は常態
であるということができる。このことは【図表０８】の折れ線グラフの動
きから明瞭に読み取ることができる。
さらに【図表０９】は，１９７５年度から２００３年度までの，地域ブロック別
の地域際収支率の推移を表したものである。これによれば，関東と中部
の２地域は常に１０～２０％弱の黒字を維持しており，地域際収支高位プラ
ス地域になっている。近畿はバブル崩壊以前までは２０％近くに及ぶ高位
プラス地域であったが，１９９０年以降１０％弱に下降している。中国は関
【図表０８】県際収支率 最上下位格差の推移（１９６５－２００３年度）
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東・中部・近畿に次いでプラス地域であるが５％前後の低レベルを推移
している。北海道・東北と九州・四国の地域はプラスに転ずるときも
あったが，バブル崩壊以前および近年はマイナスが続いている。このよ
うに地域ブロック別の地域際収支の動向はかなり固定的な状況にあると
いうことができる。
４．地域際収支の産業別動向
（１）都道府県別動向
わが国地域際収支に関してこれまで見てきたような都道府県別あるい
は地域ブロック別の地域際収支率の一般的動向のみならず，地域産業振
興政策のための本格的検討としては都道府県別あるいは地域ブロック別
に産業別の動向をみていく必要がある。ここでは主として３４の産業分類
（４）
【図表０９】地域ブロック別 地域際収支率の推移（１９７５－２００３年度）
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によって都道府県別・地域ブロック別の産業別地域際収支を検証してい
くことにする
（５）
。
まず２０００年における都道府県別の主要産業別県際収支率の全体を表示
したものが【図表１０】である。
これによって黒字・赤字の要因がどの産業によっているのかをくわし
く把握することができる。この基礎的な図表に基づいて，主要産業別に
黒字・赤字各上位５位・その他計としてその都道府県数をみていこう。
それによれば，黒字の県が最も多い産業としては電機機械（１位：１２
県，２位：１０県，３位：７県，５位：１県，その他：５県，計３５県）が一番大き
な地位にあり，次いで一般機械（１位：５県，２位：２県，３位：４県，４
位：７県，５位：４県，その他：９県，計３１県）であり，食料品（計２４県）・輸
送機械（計１８県）がそれに続き，第２次産業とりわけ製造業が黒字の中
心になっている。その電機機械は北海道・福岡・沖縄等の１２県のみが赤
字であるだけで全国各県において黒字になっている。一般機械も１６県の
みが赤字で全国各県において黒字になっている。電機機械や一般機械の
黒字県の多さは工場の分散化の進展のあらわれである。なお，第１産業
の黒字が集中しているのは，主として北海道・東北・北関東・山陰・四
国・福岡を除く九州地域の２３県である。
他方赤字が多い県の主要な産業は対事業所サービス（１位：２１県，２
位：１１県，３位：２県，５位：２県，その他：８県，計４４県），鉱業（１位：５県，
２位：１県，３位：６県，４位：４県，５位：２県，そ の 他：２３県，計４１県），商
業（１位：９県，２位：１４県，３位：３県，４位：２県，５位：４県，その 他：５
県，計３７県）であり，石油・石炭製品（計３６県），化学製品（計３０県）がそ
れに続く。このように赤字県は第３次産業・対事業所サービス・商業と
素材型産業の製造業に集中している。とくに赤字の最も多い対事業所
サービスが黒字であるのは東京・大阪・福岡の３都府県のみであり，じ
つに４４府県が赤字である。また赤字の多い商業が黒字であるのは東京・
愛知・大阪・福岡等９都府県のみであり，その赤字はじつに３７県にのぼ
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【図表１０】都道府県別 主要産業別県際収支率（２０００年）
（単位：％）
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北海道 １８．５ －１８８．１ １２．８ －４０８．９ －１３．８ －２４０．２ －１４８．５ －１０８．４ －２５．９ －７．９ －３．８ －６．０ －１．０ －８．０
青 森 ３３．１ ７．０ ５．７ －３４５．４ －２，０４６．１ －１００．５ ４．３ －８４２．２ －２２．２ １０．１ －１．７ －９７．１ －４．７ －９．０
岩 手 ２０．４ －１１．７ ２０．８ －２４９．２ －１，７０４．６ １２．８ ４１．７ －１９．３ －１．２ －１３．１ －２．６ －３１．５ －６．１ －２．８
宮 城 －１４．８ －９４３．３ ２３．４ －２７０．９ ８．７ ７．２ ２４．３ －１６．７ －２．８ ８．７ －２．５ －４．０ －０．３ －１．６
秋 田 ２５．９ －１２３．８ －５４．５ －２４５．４ －１，２３３．９ ４．６ ４７．１ －１５．５ －５．１ －２．９ －８．３ －６６．５ －１０．１ －６．７
山 形 ４２．６ －７６．９ －２１．９ －４４．１ －１，９１０．５ ６．４ ３２．９ －１３．１ －３．９ －４５．２ －７．６ －６５．０ －１３．４ －６．７
福 島 １．７ －３７３．５ ３０．８ ４．５ －１，１６８．７ －４０．９ ４０．９ ４．７ ２３．８ －４４．０ －５．４ －７０．２ －１６．６ ５．５
茨 城 ４．４ －１，１５２．１ ３９．６ ２８．４ －９．７ ５３．６ ２７．２ －１２３．６ １９．９ －４６．４ －３３．０ －４１．９ －１８．４ ３．５
栃 木 １７．０ ５０．１ ３９．１ －２．４ －１，５７１．５ ３８．１ ４４．０ ３５．８ ２２．６ －４２．２ －１６．６ －８０．４ －１６．６ ６．０
群 馬 －６．２ －７１．０ ２２．５ －５６．３ －１，７３８．０ ５８．３ ３８．５ ４３．８ ２０．０ －２９．１ ３．６ －６５．１ －１５．９ ４．５
埼 玉 －１６５．８ －３４０．２ －２５．９ １４．４ －１，４２７．２ ３３．５ １９．８ ２４．０ ３．５ －３６．５ －４３．４ －４１．２ －１４．７ －７．３
千 葉 －２９．０ －１，８２４．５ －３．１ ３７．６ ３７．１ －２０．０ －１２．３ －４６１．４ －０．４ －３８．３ －３７．７ －２５．１ －９．９ －５．９
東 京 －１，１８１．５ ２７．１ －１４７．５ －５．６ －９４８．３ －２１．７ －９．８ －４９．７ －１９．９ ４７．２ ３８．１ ３１．３ ２６．９ １６．０
神奈川 －５３７．７－１７，２８９．１ －２７．８ ３３．９ ５９．１ ４３．２ ２８．８ ３３．５ ６．４ －３０．３ －３２．０ －６．３ －６．３ －１．５
新 潟 １７．０ －１１２．９ ２．６ －２７．６ －６６．５ １５．１ １６．９ －９１．７ ２．４ １．９ －１８．０ －２１．１ －３．２ ０．０
富 山 －２７．９ －５０６．８ －４３．８ ４２．５ －３２．０ １６．３ ３６．４ －３２．３ １７．２ －１２．２ －３０．４ －４１．５ －１２．１ ３．０
石 川 －１５．１ －１５４．２ １２．７ －７１．２ －１，５４０．６ １９．３ ４．３ －８９．１ －４．４ －１７．０ ５．２ －２５．４ －４．５ －４．６
福 井 －３２．８ －２１０．６ －１１４．７ －２２．８ －１，５５５．８ －５５．１ ３８．２ １．３ ２０．５ －９．２ －１１．９ －６５．９ －１５．３ ４．２
山 梨 －１．０ －３４．９ １１．６ －２２４．４ －２，１０６．８ ５７．６ ３９．３ －３７．８ １３．０ －４６．３ －７．０ －１０５．５ －１８．３ －１．８
長 野 １８．７ ３９．２ ５．７ －１５２．６ －１，８０５．５ ４９．５ ４９．６ －８．８ １３．４ －３４．７ －６．７ －８２．５ －１３．３ １．０
岐 阜 －６７．１ ２０．８ －８７．０ －９６．５ －１，５２１．３ ２６．９ ３８．２ ４５．９ １０．２ －１．９ －１３．７ －１３４．１ －１６．５ －３．５
静 岡 －４０．２ －８５．３ ３１．５ ３８．７ －２，６６７．９ ３８．７ ４３．９ ４２．５ ２３．７ －２４．２ －１６．５ －６６．１ －１１．４ ８．２
愛 知 －９７．８ －１，７６５．０ －２４．２ －７４．５ －７５．９ ２４．１ －６．１ ４７．５ １３．９ １６．０ －２２．５ －１９．９ －０．６ ６．８
三 重 －１３．７ －１，７６０．２ －６．３ ３２．１ ５５．６ ２２．８ ５６．５ ２２．２ １９．６ －６８．４ －２２．２ －１１１．９ －２１．７ ４．７
滋 賀 －１０．６ －３２．６ １４．９ １８．１ －１，１６４．３ ３１．４ ４５．２ ４５．６ ２４．１ －７４．４ －６．７ －１５６．１ －２５．１ ５．８
京 都 －１８２．８ －１５７．７ ２３．６ －９６．１ －３，３２７．０ ２１．６ ２９．５ ３２．６ ７．２ ２．９ －５．３ －４２．２ １．０ ２．７
大 阪 －９０２．３ －１，１５６．６ －７３．２ ３１．２ －４６．６ ３６．０ １９．９ －６０．０ ４．２ ２７．１ １０．７ ２４．５ １２．９ ９．２
兵 庫 －１４９．８ －３９０．１ ８．５ ２０．２ －７３．３ ５１．６ ３２．１ ５．７ １０．０ －２９．９ －３．０ －６３．９ －８．３ －０．４
奈 良 －２１．４ －３６５．７ －６６．６ －２８７．２ －９８２．３ ５３．８ ４０．１ －８４．９ ２．４ －６１．４ －１３．４ －１５３．４ －２４．５－１２．５
和歌山 １５．９ －２，０３４．０ ６．２ ３５．８ ６３．５ ３７．９ －１５１．３ －１，０６４．４ ９．４ －６４．３ －１０．１ －１３３．４ －１９．６ －４．１
鳥 取 ４．６ －６５．７ ３２．７ －４，３１４．２ －１，９５９．９ －４２．９ ４２．３ －１７３．３ －１．９ －１３．６ ３．１ －４１．８ －７．２ －４．５
島 根 ３３．８ －４５．５ －８０．１ －３８３．７ －１，９５９．３ ２６．２ ８．５ －９．８ －４．３ －１８．４ －１６．０ －３２．１ －９．０ －５．７
岡 山 －２４．９ －１，８２０．８ －４．８ ３７．０ ４７．２ ２．０ ２２．２ １９．０ １２．４ －３０．５ ０．０ －４．６ －６．２ ３．９
広 島 －１１８．７ －７５２．２ －１２．４ －６３．７ －２４１．６ ３９．４ －３．０ ３３．５ ６．９ ６．０ －２．５ －２．８ ３．４ ３．９
山 口 －２５．５ －８９７．７ －２９．６ ５１．４ ６４．８ ７．５ －５７．１ ２３．８ １５．８ －２８．０ －１８．５ －７２．４ －１５．３ １．２
徳 島 １６．４ －２３４．７ ３１．４ ４２．６ －２，８０８．０ －１４９．０ ０．１ －７３３．２ －１．２ －１９．１ ２．７ －８４．８ －１２．２ －６．５
香 川 ２３．０ －１９２．９ １９．２ －３０．０ ４７．８ －４１．３ －４１．５ －２．７ ７．０ －２１．０ ０．９ －０．８ －４．３ ０．９
愛 媛 ２２．６ －８５４．９ １５．３ １６．６ ２１．３ ２０．０ １４．５ －４．８ １１．４ －３０．１ －９．２ －４６．７ －１０．４ １．３
高 知 ３７．８ ２５．２ －７６．３ －１，３８８．８ －４，７５５．８ －０．１ －４．８ －２２７．９ －３４．９ －２３．４ －１０．１ －３５．７ －７．６－１４．５
福 岡 －４５．１ －６６７．３ －９．０ －６３．７ －１６．７ －３５．０ －５８．７ １４．７ －１６．７ ３５．６ －２．８ ６．４ １１．８ １．７
佐 賀 ２７．２ －４５．２ ３０．３ －４４．８ －１，４７０．６ ２３．６ ７．６ －５．０ ８．１ －１２．８ －２１．４ －８８．５ －１０．７ －０．８
長 崎 ３５．１ －１１６．５ －２２．６ －１，５２３．６ －４，６１９．４ ３３．９ －５６．９ ８２．４ －２３．３ －１６．０ －１．６ －２１．８ －２．６ －８．１
熊 本 １９．４ －１０．４ －７．６ －１０６．２ －２，０３７．１ －５０．２ ２３．８ ７．２ －１８．３ －１０．９ －１．４ －２０．２ －２．３ －７．２
大 分 ２８．９ －４２３．４ －６．０ ２１．１ ４．５ －１３３．９ ５０．５ －７６．３ １０．２ －１９．２ －１．７ －３０．２ －１５．４ －１．０
宮 崎 ２３．４ －９１．７ １８．５ －３８．１ －２，００２．８ －１７６．３ ２０．２ －４２９．６ －１９．６ －２２．０ －２．２ －３５．９ －３．７ －７．４
鹿児島 １４．９ －１９．９ ３３．３ －９１２．２ －２，０５６．１ －１７２．３ ２７．９ －１，１４５．４ －１２．２ －１３．８ －１．３ －２０．９ －４．９ －６．７
沖 縄 －１７．３ －９０６．４ －３２．９ －１，８１０．１ ４５．６ －７８５．５ －６，４６４．７ －６８１．１ －５４．３ －３４．６ －０．５ －３７．６ －１．２－１７．２
全 国 －２１．１ －５１２．０ －６．８ ６．２ －２３．４ ２４．０ ２１．８ ２４．９ ４．８ ５．９ ６．７ ３．５ ２．５ ３．１
【資料】各都道府県『平成１２年 各県産業連関表』より作成。
わが国地域際収支の研究
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る。この対事業所サービスと商業の県際収支が少数の黒字県と大多数の
赤字県に分化していることに注目しなければならない。
そこでこの対事業所サービスと商業の県際収支について詳細にみてお
こう。【図表１１】は都道府県別に，商業・対事業所サービス・サービス
業・第３次産業の県際収支額と県際収支率を表示したものである。同表
では東京の数値のうちサービス業の数値は報告通りであるが，そのうち
の対事業所サービスについては推定値になっていることをお断りしてお
きたい。
ここから東京の一極集中度が明らかになる。商業では，全国の黒字総
額１７．８兆円中，１１．４兆円（６４．２％）が東京に集中している。大阪・福岡・
愛知等も商業は黒字であるがそれぞれ東京の１～２割にすぎない。対事
業所サービスは黒字総額１３兆円中，１１兆円（８４．０％）が東京に集中して
いる。大阪・福岡が黒字であるが，その額は合わせても東京の２割にも
及ばない。サービス業全体では，黒字総額１７．２兆円中，１４．８兆円
（８５．７％）が東京に集中している。大阪・福岡等が黒字であるが，合わ
せても東京の２割にも及ばない。第３次産業全体では，黒字総額４３．８兆
円中，３４．７兆円（７９．２％）が東京に集中している。大阪・福岡が東京に
次いで黒字であるが合わせても２割程度である。このように第３次産
業，商業・サービス業・対事業所サービス業における県際収支の東京へ
の集中度は６０％以上９０％近くに及ぶほど圧倒的な地位を占める。
（２）地域ブロック別動向
次に地域ブロック別検討を行おう。この場合の経済産業省経済産業局
による地域区分は「県民経済計算」とは異にしている
（６）
。【図表１２】によ
れば，黒字であるのは中部地域４．４％，関東地域３．１％，近畿０．７％であ
るが，他の地域は赤字である。中国地域－０．８％，東北地域－４．８％，四
国地域－５．７％，九州地域－７．１％，北海道地域－１１．１％，沖縄地域が
－１７．２％となっている。関東地域よりも中部地域の方が黒字の割合が高
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【図表１１】都道府県別 商業・対事業所サービス・第３次産業の県際収支（２０００年）
商 業 対事業所サービス サービス業計 第３次産業計
県際収支額 県際収支率 県際収支額 県際収支率 県際収支額 県際収支率 県際収支額 県際収支率
（億円） （％） （億円） （％） （億円） （％） （億円） （％）
北海道 －３，１１１ －７．９ －１，４５４ －６．０ ２２４ ０．３ －２，２５１ －１．０
青 森 ９１８ １０．１ －２，９６９ －９７．１ －３，０９４ －２２．８ －２，１８４ －４．７
岩 手 －１，０１１ －１３．１ －１，５４９ －３１．５ －１，６３１ －１０．７ －２，９４０ －６．１
宮 城 １，６４０ ８．７ －４７９ －４．０ －２，０３２ －７．１ －３１６ －０．３
秋 田 －２１３ －２．９ －２，０９４ －６６．５ －２，５４８ －２２．０ －３，９３４ －１０．１
山 形 －２，６１２ －４５．２ －１，７８４ －６５．０ －２，０１３ －１７．９ －５，２３１ －１３．４
福 島 －４，３７２ －４４．０ －５，７９３ －７０．２ －６，１３３ －２５．６ －１２，０４４ －１６．６
茨 城 －７，００３ －４６．４ －５，２５２ －４１．９ －７，８３７ －２４．５ －１９，０２０ －１８．４
栃 木 －４，３８９ －４２．２ －５，４０７ －８０．４ －４，２３７ －１８．７ －１１，２９６ －１６．６
群 馬 －３，１２０ －２９．１ －４，７５０ －６５．１ －４，７９８ －２０．２ －１１，２５５ －１５．９
埼 玉 －１１，３８６ －３６．５ －８，５７４ －４１．２ －１３，７９３ －２２．２ －３０，７７０ －１４．７
千 葉 －１１，２２９ －３８．３ －６，１０２ －２５．１ －８，９５３ －１３．５ －２０，４１０ －９．９
東 京 １１４，４８６ ４７．２ １０８，９２２ ６．６ １４７，５７８ ３１．３ ３４６，９１３ ２６．９
神奈川 －１３，６１０ －３０．３ －２，８６４ －６．３ －１０，２９３ －９．７ －２０，４８４ －６．３
新 潟 ３５２ １．９ －１，６９７ －２１．１ －２，３１６ －９．０ －２，７５１ －３．２
富 山 －８４８ －１２．２ －１，８０７ －４１．５ －１，８９１ －１３．０ －４，８８７ －１２．１
石 川 －１，２２０ －１７．０ －１，２８９ －２５．４ ８１ ０．５ －２，０２９ －４．５
福 井 －４５４ －９．２ －１，８５０ －６５．９ －２，３３９ －２５．８ －４，２６７ －１５．３
山 梨 －１，９７１ －４６．３ －２，５０１ －１０５．５ －２，１７２ －２１．０ －５，５８８ －１８．３
長 野 －４，３６１ －３４．７ －５，９４４ －８２．５ －４，６７０ －１８．２ －１０，７３１ －１３．３
岐 阜 －１９５ －１．９ －５，２４３ －１３４．１ －４，８３１ －２５．３ －１０，７５１ －１６．５
静 岡 －５，４２２ －２４．２ －８，８５０ －６６．１ －７，９３５ －１８．６ －１６，００４ －１１．４
愛 知 １２，０３３ １６．０ －８，６４８ －１９．９ －７，８０７ －７．９ －１，９８５ －０．６
三 重 －５，５５１ －６８．４ －４，９４８ －１１１．９ －５，１３９ －２８．０ －１２，０４０ －２１．７
滋 賀 －４，０２３ －７４．４ －４，２４９ －１５６．１ －５，３３０ －４４．３ －１０，６４４ －２５．１
京 都 ４８０ ２．９ －３，６０７ －４２．２ １，３６９ ３．９ １，０５５ １．０
大 阪 ２９，７６３ ２７．１ １８，９２８ ２４．５ １９，２９６ １２．５ ５９，８６５ １２．９
兵 庫 －７，９３６ －２９．９ －１１，３２３ －６３．９ －９，２５２ －１５．１ －１５，６７７ －８．３
奈 良 －２，８３６ －６１．４ －２，９７６ －１５３．４ －４，５９１ －４１．２ －９，３０２ －２４．５
和歌山 －２，６７７ －６４．３ －２，７２７ －１３３．４ －２，５５１ －２５．８ －６，１３０ －１９．６
鳥 取 －４８５ －１３．６ －６９７ －４１．８ －７３８ －１１．４ －１，４８０ －７．２
島 根 －６９４ －１８．４ －８００ －３２．１ －７０２ －８．１ －２，２６４ －９．０
岡 山 －３，２４３ －３０．５ －２７８ －４．６ －６２７ －３．０ －４，１８９ －６．２
広 島 １，４４３ ６．０ －４０９ －２．８ －７２６ －２．０ ４，０７２ ３．４
山 口 －２，１７９ －２８．０ －３，２０２ －７２．４ －４，０４２ －２４．０ －７，８９３ －１５．３
徳 島 －７２４ －１９．１ －１，７９８ －８４．８ －１，７１９ －２０．２ －３，１８４ －１２．２
香 川 －１，７１８ －２１．０ －４０ －０．８ －５７ －０．４ －１，７５１ －４．３
愛 媛 －２，２７８ －３０．１ －２，２４７ －４６．７ －２，８９９ －１７．７ －５，０４２ －１０．４
高 知 －９５９ －２３．４ －７８４ －３５．７ －５９１ －６．６ －２，０１５ －７．６
福 岡 １７，３０７ ３５．６ １，８７１ ６．４ ３，４４０ ４．６ ２６，２５５ １１．８
佐 賀 －５４５ －１２．８ －１，７３８ －８８．５ －１，９７０ －２１．８ －２，８８４ －１０．７
長 崎 －１，１５３ －１６．０ －１，１５７ －２１．８ －１５８ －０．９ －１，３０７ －２．６
熊 本 ３３３ ３．１ －１，６０９ －２８．２ －１，０８３ －５．３ －１，３９９ －２．３
大 分 －２，９９１ －１９．２ －３，１１２ －３０．２ －３，３７９ －２３．８ －６，４０２ －１５．４
宮 崎 －１，７８１ －３４．０ －３８５ －１１．９ －２１１ －１．４ －１，４１３ －３．７
鹿児島 －１，６３６ －１９．６ －２，４２３ －４３．８ －２，３９４ －１２．５ －２，７５７ －４．９
沖 縄 －１，５７８ －３４．６ －１，２９６ －３７．６ １３４ ０．９ －５０７ －１．２
合 計 ５６，９０８ ５．８ －８，９８２ －０．１ ２３，２３６ １．３ １３８，６１６ ２．５
黒字計 １７８，４０５ － １２９，７２１ － １７２，１２１ － ４３８，１５９ －
赤字計 －１２１，１８３ － －１３８，７０４ － －１４９，４８５ － －２９９，４０７ －
黒字の東
京集中度 ６４．２％ － ８４．０％ － ８５．７％ － ７９．２％ －
【資料】『平成１２年 各県産業連関表』より作成。
【注記】（１）本図表のサービス業とは：医療・保健・社会保障、その他の公共サービス、対事業所サービス、対個
人サービスをいう。
（２）東京の対事業所サービスは、総務省『平成１２年 全国産業連関表』の合計数値から逆算して求めたも
の。
わが国地域際収支の研究
３３
【図表１２】地域ブロック別 産業別地域際収支（２０００年）
北海道 東 北 関 東 中 部 近 畿
収支額 収支率 収支額 収支率 収支額 収支率 収支額 収支率 収支額 収支率
農 業
林 業
水 産 業
（第１次産業計）
２９２，６８９
－１４，８９３
－４２，３１５
２３５，４８１
２１．０
－５．７
－１３．８
１２．０
２５６，５９７
－２４，０４４
－５５，７９５
１７６，７５８
１４．７
－１１．５
－２１．３
８．０
－８９２，９５８
－５４，８７７
－３４１，６７１
－１，２８９，５０６
－２８．７
－２２．１
－１６３．７
－３６．１
－３１３，４７２
－６０，９９６
－３４，３７２
－４０８，８４０
－３５．４
－６６．２
－２０．５
－３５．７
－９７２，０１６
－７３，１７９
－９５，４４２
－１，１４０，６３７
－１３８．８
－６５．８
－７３．９
－１２１．３
鉱 業
食 料 品
繊 維 製 品
パルプ・紙・木製品
化 学 製 品
石油・石炭製品
窯業・土石製品
鉄 鋼
非 鉄 金 属
金 属 製 品
一 般 機 械
電 機 機 械
輸 送 機 械
精 密 機 械
その他の製造工業製品
建 設
電力・ガス・熱供給
（第２次産業計）
－２５５，４５９
３６５，７２９
－２９３，４８８
１９５，９３４
－６３４，９００
－１４１，５２３
－８４，７１５
－１３，１５７
－７４，３５０
－１６３，９５３
－４２０，５０１
－７５３，４１０
－４４５，４３２
－１３６，０７６
－５９０，１９５
－１３，０２９
－５６，９６１
－３，５１５，４８６
－１６７．９
１４．０
－５３３．７
２２．２
－４１７．１
－２１．０
－３１．５
－４．７
－９６０．７
－５３．６
－３１９．９
－２０４．５
－１２７．９
－１，４９５．３
－１１９．７
－０．３
－８．３
－３０．８
－３６５，５３３
５７８，０７３
１２，７９１
１０２，３２２
－５８９，６６３
－６９５，５３２
２８，５６６
－１４３，８０４
－２３，９０６
－１９９，５９７
－３６６，２４４
１，６５０，１６５
－６０４，０５４
１３５，２１３
－６０５，１４８
－２３，８１５
１，０８１，２２８
－２８，９３８
－２２５．８
１４．９
２．０
８．１
－７２．０
－１９４．０
４．４
－３９．２
－５．２
－２８．４
－３２．５
３２．７
－７４．７
３４．２
－４４．１
－０．４
４４．９
－０．１
－３，２３１，６８９
－３，２１９，３３４
－２，２７６，７０２
－１，９５６，０９９
２，１３７，３２２
－４７４，９２６
－６８１，８１０
－５２３，７０４
－４５２，１１２
－４３２，２８７
２，７８８，５０８
３，７６４，９０７
２，８７６，２００
７３１，１４５
３１７，１５３
４５，６７９
－１，１４５，２７４
－１，７３３，０２３
－８８５．３
－２２．６
－１５２．３
－３９．５
１７．９
－９．５
－２８．２
－１０．５
－１７．６
－８．５
２２．０
１４．８
１８．４
３１．６
２．０
０．１
－１７．４
－１．１
－１，２３４，９３０
－５８７，０５０
２３０，９５２
１３４，２４９
－２３５，３２９
１３，８１４
６７０，３２４
－１０５，５８８
－２０２，８２３
６３２，０００
１，５０８，３５５
４８６，１９７
７，４３２，８５７
－１３９，０６９
５６５，８４８
－１１，０６９
－７０，６３３
９，０８８，１０５
－８９９．６
－１４．９
１６．０
６．４
－７．６
０．８
３８．１
－４．０
－１７．０
２７．０
２９．５
７．７
４５．３
－４７．３
１１．３
－０．１
－３．２
１４．２
－１，３１１，２８２
－１，６９４，３９３
７２，３７９
－５２７，６６８
５３８，９５２
－１９９，９４７
２２，４７８
４８５，５９８
－３２２，７４３
７１０，５８４
２，３４２，５１９
１，９４５，９８９
２３，７５３
１４，６６８
３１８，６３９
１７，１３１
９３，８８６
２，５３０，５４３
－９１８．５
－２９．１
３．７
－２３．７
１１．０
－１０．４
１．７
１３．０
－３５．５
２２．４
３９．２
２１．０
０．７
２．３
５．３
０．１
２．５
３．７
水道・廃棄物処理
商 業
金融・保険
不 動 産
運 輸
通信・放送
公 務
教育・研究
医療・保健・社会保障
その他の公共サービス
対事業所サービス
対個人サービス
事 務 用 品
分 類 不 明
（第３次産業計）
－１８，８４６
－３３０，７７０
－１１６，４９１
４２６，２７３
－２０７，４５０
０
－８４，１９７
－５３２，６０８
３０６，０２３
０
－７，１９１
－５６５，２５７
－６．０
－９．０
－３．０
２２．１
－３９．７
０．０
－２．１
－２４．６
１１．８
０．０
－３．１
－２．６
－１２，１１８
－１，０６１，８５７
－１２１，４８２
２０３，０１９
－３６１，１３９
０
－１２７，０１５
－１，４２０，８１８
－１３４，２４２
０
－５，５５９
－３，０４１，２１１
－２．１
－１９．５
－２．０
０．０
８．８
－４６．５
０．０
０．０
０．０
－２．１
－４６．７
－３．８
０．０
－１．４
－９．９
３３，７７２
６，８４９，６８０
６９８，６５６
－４３６，４０７
１，７１７，２８３
０
５７０，６９９
７，１８１，４１３
－９９６，５１５
０
－１０３，７６４
１５，５１４，８１７
１．１
１５．２
１．４
０．０
－２．８
１３．７
０．０
０．０
０．０
１．９
１６．３
－３．８
０．０
－４．１
６．５
－１１，９８２
－１９９，０３５
－３５７，７０６
－２８，５０４
－５７９，２７１
０
－９２，２９９
－１，９４８，２６５
－３７７，０２７
０
－２０，００２
－３，６１４，０９１
－１．６
－１．８
－４．３
０．０
－０．７
－３８．７
０．０
０．０
０．０
－１．１
－３０．６
－６．３
０．０
－２．８
－７．３
２８，２２４
１，１４４，１４４
１７４，１４１
－６０，３９６
２２２，３５２
０
－３７，３４５
－１，１３２，０８２
－６４７，４８２
０
－４２，２９０
－３５０，７３４
２．１
６．８
０．９
０．０
－１．０
５．３
０．０
０．０
０．０
－０．３
－９．７
－６．５
０．０
－３．９
－０．４
合 計 －３，８４５，２６２ －１１．１ －２，８９３，３９１ －４．８ １２，４９２，２８８ ３．１ ５，０６５，１７４ ４．４ １，０３９，１７２ ０．７
中 国 四 国 九 州 沖 縄 全 国
収支額 収支率 収支額 収支率 収支額 収支率 収支額 収支率 収支額 収支率
農 業
林 業
水 産 業
（第１次産業計）
－１６０，２０６
－５９，８５４
－４６，６６５
－２６６，７２５
－２８．５
－３９．１
－３５．６
－３１．６
１３２，６８６
－２６，１１９
１５３，４０５
２５９，９７２
２４．０
－３３．２
６３．０
２９．７
２６０，３３４
－１３，７３７
１５９，０４５
４０５，６４２
１３．１
－５．２
３４．７
１５．０
－２３，８２９
－１，９２６
７，０２１
－１８，７３４
－２７．５
－１６１．４
３４．３
－１７．３
－１，４２０，１７５
－３２９，６２５
－２９６，７８９
－２，０４６，５８９
－１２．９
－２３．２
－１５．４
－１４．２
鉱 業
食 料 品
繊 維 製 品
パルプ・紙・木製品
化 学 製 品
石油・石炭製品
窯業・土石製品
鉄 鋼
非 鉄 金 属
金 属 製 品
一 般 機 械
電 機 機 械
輸 送 機 械
精 密 機 械
その他の製造工業製品
建 設
電力・ガス・熱供給
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－１，１８７，４７１
－１６８，３６３
１，９９１
１８１，０２２
７１６，３８６
６５１，２４７
４８，５３４
１，２１１，０１９
７，９４１
－３８，６１５
２８４，６５２
１４，２１７
９９６，２０９
－１３６，９５３
－３２６，２３０
－５，４８６
１０４，０２４
２，３５４，１２４
－１，１１９．９
－７．３
０．３
１６．０
２４．０
３２．４
８．２
３４．３
２．３
－５．７
１７．８
０．６
２９．９
－１３３．５
－２０．２
－０．１
８．４
８．０
－４０１，１１４
－３０，７４１
８，１９１
６０７，１８９
－２３，８４３
６６，７８５
２２，６６４
－１４２，２７１
１７９，２４７
－３２，６５９
－３３，３００
－７２，０３０
－１３７，８５７
－９７，７６６
－２４７，０６３
－２，４２２
５，５４４
－３３１，４４６
－４４９．１
－２．２
２．３
４７．３
－２．５
１１．３
８．２
－１０８．３
６０．８
－１０．１
－５．７
－７．０
－３８．４
－４５１．９
－４４．９
－０．１
１．０
－３．０
－４９７，７１９
８５，７８５
－２４３，６９９
－２４４，２９１
－９６６，９０３
－８９５，３８５
１７７，７６７
２８７，８１０
－４４，５８１
－２７３，６９６
－４５９，１７３
３３２，７５６
－１０９，３０１
－１８９，０９０
－６８５，１９５
－５，８６６
－５，８６８
－３，７３６，６４９
－２４２．７
１．９
－５０．６
－２３．９
－７６．７
－１９０．３
１７．９
１７．１
－１２．９
－３３．４
－３４．２
９．３
－４．４
－１１３．４
－３８．７
－０．１
－０．３
－１２．３
－１７２，９３７
－８８，２８６
－４１，８２８
－５９，５６３
－１１６，２８４
１１０，３５６
－１６，０１３
－１５，５７８
－１１，１８１
－４６，４７３
－８２，３４１
－１６９，５７０
－１３５，２８２
－２３，１９７
－９９，５８２
－１，１２３
１８，９１６
－９４９，９６６
－９０６．４
－３２．９
－７７０．３
－４４９．５
－１，８１０．１
４５．６
－２５．９
－１１１．３
－４５１．８
－１２６．９
－７８５．５
－６，４６４．７
－６８１．１
－６，３５５．３
－１６２．０
－０．１
１３．０
－５４．３
－８，６５８，１３４
－４，７５８，５８０
－２，５２９，４１３
－１，５６６，９０５
８２５，７３８
－１，５６５，１１１
１８７，７９５
１，０４０，３２５
－９４４，５０８
１５５，３０４
５，５６２，４７５
７，１９９，２２１
９，８９７，０９３
１５８，８７５
－１，３５１，７７３
０
２４，８６２
３，６７７，２６４
－６２８．０
－１２．２
－３５．７
－１０．５
３．２
－１２．１
２．２
６．０
－１５．４
１．２
１９．５
１３．５
２３．２
４．０
－４．１
０．０
０．１
０．９
水道・廃棄物処理
商 業
金融・保険
不 動 産
運 輸
通信・放送
公 務
教育・研究
医療・保健・社会保障
その他の公共サービス
対事業所サービス
対個人サービス
事 務 用 品
分 類 不 明
（第３次産業計）
－６，９０６
－１，０１５，８１７
－９５，１９８
５１０，０２２
－２８１，２１９
０
－１２１，８４６
－１，１５９，８８４
－３４７，９１９
０
－１９，４６４
－２，５３８，２３１
－１．５
－２１．９
－１．９
０．０
１８．５
－３５．８
０．０
０．０
０．０
－２．２
－４２．１
－１２．８
０．０
－５．６
－９．５
－６，２３１
－６３５，４４２
－３９，９１７
２１３，０６５
－１６６，６１６
０
－２３，９７３
－６６３，８９２
－５５，３８５
０
－６，７０１
－１，３８５，０９２
－２．９
－２８．０
－１．４
０．０
１７．７
－４０．９
０．０
０．０
０．０
－０．８
－５６．１
－３．８
０．０
－３．７
－１０．１
－４，５７３
－７７８，７７１
－１１０，９６７
４１７，２２８
－３８６，６５７
０
－１２９，３７３
－１，０９２，４５０
－１６５，３２７
０
－２３，７５１
－２，２７４，６４１
－０．７
－１０．１
－１．３
０．０
１１．３
－２９．５
０．０
０．０
０．０
－１．３
－２４．１
－３．２
０．０
－４．７
－５．０
２，７５８
－１５７，８２２
－３，７７２
１３１，８３９
－３１，４４４
０
－５，８８６
６，０１２
－１２９，５７６
１３６，９８４
０
２１２
－５０，６９５
３．３
－３４．６
－０．５
０．０
３１．８
－２７．４
０．０
－２．１
０．０
１．０
－３７．６
２５．９
０．０
０．６
－１．２
４，０９８
３，８１４，３１０
２７，２６４
１，３７６，１３９
－７４，１６１
０
－５，８８６
－３９，３３７
－８９８，１６２
－２，２８０，８９０
０
－２２８，５１０
１，６９４，８６５
０．１
３．９
０．０
０．０
３．６
－０．３
０．０
－２．１
０．０
０．０
－１．２
－３．９
０．０
－３．８
０．３
合 計 －４５０，８３２ －０．８ －１，４５６，５６６ －５．７ －５，６０５，６４８ －７．１ －１，０１９，３９５ －１７．２ ３，３２５，５４０ ０．４
【資料】経済産業省・各経済産業局等『平成１２年 各地域産業連関表』より作成。
【注記】１）全国は各地域の数値を合算したもの。
＊内閣府『県民経済計算年報』の地域区分との違いに留意されたい。（【図表０４】参照）
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いことに注意しておきたい。
次に各地域ブロックの産業別地域際収支の特徴について，地域際収支
額の高い順にみていきたい。まず関東地域であるが，関東地域の黒字
（３．１％，１２，４９２，２８８百万円）は，対事業所サービス（１６．３％，７，１８１，４１３百万
円），商業（１５．２％，６，８４９，６８０百万円）をはじめ電機機械，輸送機械，一般
機械等の黒字によるものであり，鉱業・食料品・繊維製品等の赤字をカ
バーしてなお余力があるといった状況である。対事業所サービス・商業
の黒字比重が特に高いのは東京によるものであり，東京を除いた場合関
東地域は電機機械，輸送機械，一般機械等機械工業中心の地域であると
いえる。
中部地域の黒字（４．４％，５，０６５，１７４百万円）は，輸送機械（４５．３％，
７，４３２，８５７百万円），一般機械（２９．５％，１，５０８，３５５百万円）等の大幅な黒字に
よるものであり，それらは対事業所サービス（－３０．６％，－１，９４８，２６５百万円）
と通信・放送（－３８．７％，－５７９，２７１百万円）等の赤字をカバーしてなお余
力があるといった状況である。とりわけ輸送機械の黒字比重の高さは愛
知県と静岡県によるのであるが中部地域の特徴となっている。
近畿地域の黒字（０．７％，１，０３９，１７２百万円）は，一般機械，電機機械，商
業等によるものであり，それらが食料品，鉱業，農林水産業，対事業所
サービスの赤字を一応カバーしている。ただしその黒字幅はそれほど大
きくはない。
中国地域の赤字（－０．８％，－４５０，８３２百万円）は，鉱業，対事業所サービ
ス，商業等によるものであり，鉄鋼，輸送機械，化学製品，石油・石炭
製品等の黒字でも小幅ながらカバーできない状況である。当該地域は素
材型工業や輸送機械等特徴ある工業が発展した工業地域となっている。
ただし山陽地域と山陰地域とでは大きく異なっているがここではその違
いは現れない。
東北地域の赤字（－４．８％，－２，８９３，３９１百万円）は，対事業所サービス，
商業，石油・石炭製品，その他製造工業製品，輸送機械等によるもので
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あり，電機機械，電力・ガス熱供給，食料品，農業等の黒字でもカバー
できない状況である。
四国地域の赤字（－５．７％，－１，４５６，５６６百万円）は，対事業所サービス，
商業，鉱業によるものであり，パルプ・紙・木製品，農林漁業の黒字で
もカバーできない状況である。
九州地域の赤字（－７．１％，－５，６０５，６４８百万円）は，対事業所サービス
（－２４．１％，－１，０９２，４５０百万円），化学製品（－７６．７％，－９６６，９０３百万円），石
油・石炭製品（－１９０．３％，－９８５，３８５百万円），商業（－１０．１％，－７７８，７７１百万
円）等第３次産業や原材料部門・機械工業その他の製造業によるもので
あり，運輸，農林水産業，電機機械等の黒字でもっても解消できない状
況である。
北海道地域の赤字（－１１．１％，－３，８４５，２６２百万円）は，電機機械，化学
製品，その他製造工業製品，対事業所サービス，輸送機械，一般機械，
商業等第２次産業・第３次産業によるものであり，運輸・食料品・対個
人サービス，農林水産業等の黒字でもってカバーできない状況である。
沖縄地域の赤字（－１７．２％，１，０１９，３９５百万円）は，鉱業，電機機械，商
業，輸送機械，対事業所サービス，化学製品によるものであり，対個人
サービス，運輸，石油・石炭製品の黒字でもって解消できないほどであ
る。
いま各地域の特徴を第１次・２次・３次産業別に区分した場合の地域
際収支を図示すれば【図表１３】のとおりである。
それによれば，第１次産業地域：北海道・東北・四国・九州，第２次
産業地域：中部・近畿・中国，第３次産業地域：関東，非産業地域：沖
縄といった区分ができる。第１次産業地域はいずれも地域際収支赤字地
域であり，第２次産業地域は中国を除き地域際収支黒字地域であり，第
３次産業地域は大幅な黒字地域である。非産業地域の沖縄は，第１次・
２次・３次産業とも赤字となっている。第３次産業の黒字額１５兆円超や
地域際収支率の大きさからみて，関東の強大さは特筆すべきものであろ
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う。
このように地域ブロックによって産業別に見れば特徴ある構造となっ
ていることがわかるであろう。いま同図表によりくわしく分析していこ
う。地域ブロック別に主な黒字産業と赤字産業をみれば，≪北海道≫：
（黒字）輸送・食料品・対個人サービス・農業・パルプ・紙・木製品，
（赤字）電機機械，化学製品，その他製造工業製品，対事業所サービス，
輸送機械，≪東北≫：（黒字）電機機械，電力・ガス熱供給，食料品，
農業，運輸，（赤字）対事業所サービス，商業，石油・石炭製品，その他
製造工業製品，輸送機械，≪関東≫：（黒字）対事業所サービス，商業，
電機機械，輸送機械，一般機械，（赤字）鉱業，食料品，繊維製品，パル
プ・紙・木製品，電力・ガス・熱供給，≪中部≫：（黒字）輸送機械，
一般機械，窯業土石，金属製品，その他製造工業製品，（赤字）対事業所
サービス，鉱業，食料品，通信・放送，対個人サービス，≪近畿≫：（黒
字）一般機械，電機機械，商業，金属製品，化学製品，（赤字）食料品，
鉱業，対事業所サービス，農業，対個人サービス，≪中国≫：（黒字）
鉄鋼，輸送機械，化学製品，石油・石炭製品，運輸，（赤字）鉱業，対事
【図表１３】地域ブロック別３産業分野の地域際収支（２０００年）
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業所サービス，商業，対個人サービス，その他製造工業製品，≪四国≫：
（黒字）パルプ・紙・木製品，運輸，非鉄金属，水産業，農業，（赤字）
対事業所サービス，商業，鉱業，その他製造工業製品，通信・放送，≪
九州≫：（黒字）運輸，電機機械，鉄鋼，農業，窯業・土石，（赤字）対
事業所サービス，化学製品，石油・石炭製品，商業，その他製造工業製
品，≪沖縄≫：（黒字）対個人サービス，運輸，石油・石炭製品，電力・
ガス・熱供給，水産業，（赤字）鉱業，電機機械，商業，輸送機械，対事
業所サービス，となっている。
黒字産業としては，電機機械が東北，関東，近畿，九州が重要な地位
にあり，輸送機械は関東，中部，中国に重要な地位にあり，農業または
水産業または食料品が重要な比重を占めるのは北海道，東北，四国，九
州である。対事業所サービスは，関東以外の北海道・東北・中部・近
畿・中国・四国・九州・沖縄のすべての地域において地域際収支赤字の
主要な要因になっている。商業は，関東・中部・近畿以外の北海道・東
北・中国・四国・九州・沖縄において地域際収支赤字の主要な要因に
なっている。こうしてみるとわが国の地域際収支は関東地域とりわけ東
京による圧倒的な強力の下にあるということができる。すなわち関東地
域とりわけ東京の地域際収支の圧倒的な黒字幅は，その他の地域の地域
全体あるいは特定の産業部門の赤字に大きく依存しているということも
できるのである。
おわりに
地域経済の自立化を実現するには，地域際収支の改善が重要な課題の
ひとつであるのは間違いのないところである。本稿は地域経済の自立化
を促進するためにわが国における地域際収支の実証的研究を行ってき
た。まず地域経済，その中における地域際収支の研究動向についてみて
きた。この地域際収支の研究はいくつかの成果を生み出してきたもの
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の，本格的な実証的研究はこれからであるという状況にあり，本稿はそ
れに資することを主要な研究課題とした。
とくに『県民経済計算』のみならず『産業連関表』にもとづいて，都
道府県別検討と地域ブロック別検討を合わせて，都道府県または地域全
体の一般的な地域際収支の検討のみならず産業別の地域際収支の検討を
試みることにした。
地域際収支の最新動向の検討では，都道府県別・地域ブロック別の地
域際収支が県内総生産ないし地域内総生産と県民所得との相関関係を明
らかにした。地域際収支のあり方が生産と所得に大きな影響を与えるの
であるから，地域際収支改善が極めて重要な地域経済政策にならなけれ
ばならないであろう。
地域際収支の長期的推移の検討では，１９６５年度－２００３年度にわたるお
よそ４０年間の都道府県別地域際収支の動向，さらに１９７５年度－２００３年度
の３０年間の地域ブロック別地域際収支の動向を検討した結果，この間に
県際収支の赤字から黒字に改善した県が１３とそれなりの数を占めたもの
の，赤字県２０県はこの間恒常的に赤字が続いてきたことが判明した。地
域際収支の黒字県と赤字県は長期にわたり固定的であり，拡大・縮小を
含みつつも黒字・赤字の地域格差は長期にわたり拡大傾向にあることも
明らかになった。地域ブロック別検討も同様な結果が検出された。
地域際収支の産業別動向の検討では，地域際収支の産業別特性が顕著
であり，地域際収支の黒字・赤字は産業毎に異なり，特殊な地域産業構
造がその地域際収支を決定づけていることがわかった。例えば電機機
械・一般機械は多くの県において収支が黒字であり，県際収支黒字化に
重要な役割を果たしていることが分かる。輸送機械や化学製品・石油石
炭製品などの素材型産業においては特定の県・地域において県際収支の
黒字化に役立っている。農業や水産業等の第１次産業の収支が黒字の道
県（北海道・東北・四国・九州の諸県）は，おおむね県際収支が赤字であり，
電機機械等の黒字でもってしてもその赤字を解消できない状況にある。
わが国地域際収支の研究
３９
地域ブロック 都 道 府 県 名
北海道・東北 北海道，青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島，新潟
関 東 茨城，栃木，群馬，埼玉，千葉，東京，神奈川，山梨，長野
中 部 富山，石川，福井，岐阜，静岡，愛知，三重
近 畿 滋賀，京都，大阪，兵庫，奈良，和歌山
中 国 鳥取，島根，岡山，広島，山口
四 国 徳島，香川，愛媛，高知
九 州 福岡，佐賀，長崎，熊本，大分，宮崎，鹿児島，沖縄
＊経済産業省・各地経済産業局の地域区分との違いに留意。
さらに収支赤字の県数は，商業３７県，対事業所サービス４４県，サービス
業４２県，第３次産業部門４２県に及ぶほど，商業・サービス業等では東京
だけが８０％もの全国の黒字金額を集中させていることがわかった。この
分野ではすさまじいほどの東京一極集中であることが判明した。こうし
た産業別検討によって，都道府県や地域ブロック全体の数値以上に地域
間の格差やアンバランスの大きさが如実に表れるのである。
いずれにしても，地域際収支を改善することが地域経済の自立化をは
かる地域経済政策の重要な柱の一つになることは，間違いのないところ
であろう。
≪注≫
（１） レスター・M・サラモン著／入山映訳『米国の「非営利セクター」入門』，
ダイヤモンド社，１９９４年，２４ページ。
（２） 『県民経済計算年報』における地域ブロック区分は以下のとおりである。
（３） 拙稿「山梨・長野・静岡における地域際収支の展開」（山梨学院大学『経営
情報学論集』第１４号，２００８年２月予定）。（本稿【図表０１】第３３論文）。
（４）３４分類とは以下のとおりである。農業，林業，水産業，鉱業，食料品，繊
維製品，パルプ・紙・木製品，化学製品，石油・石炭製品，窯業・土石製品，
鉄鋼，非鉄金属，金属製品，一般機械，電機機械，輸送機械，精密機械，そ
の他の製造工業製品，建設，電力・ガス・熱供給，水道・廃棄物処理，商業，
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≪経済産業局の地域産業連関表の地域区分≫
地域ブロック 都 道 府 県 名
北 海 道 北海道
東 北 青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島
関 東 茨城，栃木，群馬，埼玉，千葉，東京，神奈川，新潟，山梨，長野，
静岡
中 部 富山，石川，岐阜，愛知，三重
近 畿 福井，滋賀，京都，大阪，兵庫，奈良，和歌山
中 国 鳥取，島根，岡山，広島，山口
四 国 徳島，香川，愛媛，高知
九 州 福岡，佐賀，長崎，熊本，大分，宮崎，鹿児島
沖 縄 沖縄
金融・保険，不動産，運輸，通信・放送，公務，教育・研究，医療・保健・
社会保障，その他の公共サービス，対事業所サービス，対個人サービス，事
務用品，分類不明。
（５）２０００年における都道府県別・地域ブロック別の産業別地域際収支について
は，拙稿「地域際収支 統計資料」山梨学院大学『経営情報学論集』第１４
号，２００８年２月（予定）を参照されたい。
（６） 経済産業局の地域区分は以下のとおりである。
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